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研究成果の概要（和文）：本研究課題は，行政組織において行われている行政評価や政策評価をはじめとする業
績管理システムの効果的活用に向けて，その活用を促す管理会計能力を明らかにしようとするものである。本研
究の結果，行政評価に際して発生主義に基づく公会計情報を用いた分析・検討が行われること，さらには，評価
のタイミングのみならず，月次会議等の公式・非公式なミーティングのなかでKPIおよび発生主義に基づく公会
計情報が用いられることが重要であり，これらが財政の改善や，事業の計画・実施に関する新たなアイデアの創
出をもたらす可能性が確認された。

研究成果の概要（英文）：This research project aims to clarify the management accounting capabilities
 that facilitate the effective use of performance management systems, including administrative 
evaluation and policy evaluation, in government organisations. The results of this study show that 
it is important that the analysis and discussion using accrual-based public accounting information 
is carried out in administrative evaluation, and that KPIs and accrual-based public accounting 
information are used not only at the time of evaluation but also in formal and informal meetings 
such as monthly meetings, and that these are important for improving public finances and for 
creating new ideas regarding the planning and implementation of projects. The possibility that these
 can lead to improved finances and the creation of new ideas for project planning and implementation
 was confirmed.

研究分野： 管理会計

キーワード： 行政経営　行政評価　公会計　管理会計能力

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
財政的制約のなかで，行政サービスの質の向上を図るためには，行政組織のパフォーマンスを向上させるための
適切なマネジメントシステムを構築する必要がある。発生主義に基づく公会計や行政評価などの取組みは長年行
われてきたものの，これらの情報が行政組織のマネジメントに有効に活用される状況には至っていない。本研究
は，行政評価や政策評価を行政組織のパフォーマンス向上に結び付けるための諸要因と，行政評価や政策評価を
内部管理目的で活用することの効果を明らかにしようとするものである。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 本研究課題は，行政組織において行われている行政評価や政策評価をはじめとする業績管理シ
ステムの効果的活用に向けて，その活用を促す管理会計能力（management accounting 
capabilities）を明らかにしようとするものである。行政評価や政策評価は，多くの行政組織に
おいて作成が行われているものの，これを行政組織のパフォーマンスの向上のために効果的に
活用しているケースは極めて限定的であった。また，行政サービスの多くは，アウトソーシング
や連携などを通じて，ネットワーク化された組織（行政組織と民間組織の協働）によって提供さ
れるようになっており，行政サービスの質の向上を図るためには，ネットワークを構成する組織
を，パフォーマンスの向上に向けてどのようにコントロールするか（これをネットワークガバナ
ンスと称する）という点も重要な論点となっている。しかしながら，ネットワークガバナンスに
関する知見は国内外を問わず限定的である。 
 
２．研究の目的 
そこで，本研究では，行政評価や政策評価を行政組織のパフォーマンス向上に結び付けるため

の諸要因と，行政評価や政策評価を内部管理目的で活用することの効果を明らかにすることを
目的として，管理会計能力という視座から検討を行った。具体的には，行政評価において用いら
れる成果指標としての KPI ，および発生主義に基づく公会計情報について，これらの情報の活
用を促す要因と，これらの活用が①財務的改善，②業務改善（事業やアウトソーシングの見直し），
③組織学習，に与える影響について検討を行った。 
また，前述のとおり，多くの行政サービスがネットワーク化された組織を通じて提供されるよ

うになっており，行政組織には，ネットワークを通じて提供される行政サービスのパフォーマン
ス向上を実現するためのガバナンス主体となることも求められている。それゆえ，本研究では，
ネットワーク化された組織のパフォーマンスを向上させる業績管理のあり様についても検討す
る。 
 
３．研究の方法 
 本研究では，上述の研究目的に応えるため，国内外研究の文献レビューを実施したうえで，わ
が国地方自治体へ質問票調査を実施するとともに，各自治体がホームページ等で公表する公会
計および行政評価に関する情報を分析のために利用した。また，質問票調査の精度の向上を目的
として，インタビュー調査や質問票の妥当性を確認するために，複数回のパイロットテストも実
施した。 
なお，インタビューおよび質問票調査については，2020 年に発生した新型コロナウイルス感

染症のパンデミックにより，実施の時期が大幅に遅延することとなった。オンラインでのインタ
ビュー調査は実施可能であったものの，対面でのインタビューが困難であったことや，インタビ
ューの過程で質問票調査への回答率が極めて低くなる懸念が示されたことから，当初の予定を
大幅に後ろ倒しし，最終的には研究期間を延長して 2023 年度に実施することとなった。 
インタビュー調査や質問票調査の実施が遅延した一方で，2022 年頃から生成 AI 技術が大きく

進化したことから，Python などのプログラムや生成 AI 技術を用いることで行政評価に関するテ
キスト情報の抽出・整理を行うことができた。これらのデータを組み合わせることによってデー
タセットを作成し，分析を行った。 
 
４．研究成果 
 本研究の結果，行政評価における KPI の質（環境変化に応じて適切に修正されること，KPI の
妥当性について随時検討がなされることなど）や，その設定方法（KPI の設定にあたって，現場
レベルの職員を巻き込んだ議論を行うか否か）が行政組織のパフォーマンスに影響を及ぼすこ
とが明らかにされた。KPI は設定されるだけでなく，当該 KPI の質（環境変化に応じて適切に修
正されること，KPI の妥当性について随時検討がなされることなど）を確保することも極めて重
要であり，KPI の質が低い場合には，行政評価などが実施されていたとしても，行政組織のパフ
ォーマンスの低下をもたらす可能性があることも確認された。 
また，行政評価に際して発生主義に基づく公会計情報を用いた分析・検討が行われること，さ

らには，評価のタイミングのみならず，月次会議等の公式・非公式なミーティングのなかで KPI
および発生主義に基づく公会計情報が用いられることが重要であり，これらが財政の改善や，事
業の計画・実施に関する新たなアイデアの創出をもたらす可能性が確認された。 
さいごに，ネットワーク化された組織のパフォーマンス向上のための業績管理についても検

討を行った。しかし，ネットワークを構成するすべての組織のデータを収集し，分析を行うこと
は困難であったため，本研究では先行研究のレビューをベースとする予備的な考察にとどまっ
た。この点については，データの入手方法や，どのような研究方法を採用するかについても改め
て検討する必要があることから，今後の研究機会にゆずることとしたい。 
新型コロナウイルス感染症のパンデミックの影響で質問票調査の実施が大幅にずれ込んだ影



響により，現在，いくつかの研究成果については，分析結果の頑健性チェックを行っている段階
である。これに伴って研究成果の公表が予定よりも遅れているが，早期のうちに国内外の学術誌
へ投稿を行う予定である。 
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